
令和 2 年 7 月

令和 2 年度 令和 11

１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

用途 使用水量

家庭用 10㎥まで

営業用 15㎥まで

団体用 15㎥まで

浴場用 100㎥まで

臨時用 10㎥まで

④ 組　織

当町の組織体制は下表のとおりです。

（２）

基本料金

2,200円

事務担当係長（50代） 事務担当係（20代）

220円

660円

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

建設水道課長（50代）

技術担当係長（40代） 技術担当係（20代）

330円

275円

275円

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まな

計 画 給 水 人 口 4,800

現 在 給 水 人 口 4,438法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

非適

2,717　㎥／日

これまでの主な経営健全化の取組

・民間活用
　検針業務、水質検査業務、漏水調査業務などを民間に委託することで、業務の効率化を図っています。
・施設の統廃合
　平成29年に3つの簡易水道事業を1つにソフト統合し、効率的な維持管理を図っています。

改 定 無 し

4,180円

13,200円

6,600円

超過（1㎥）料金

*1　水道事業の広域化とは、水道法（昭和32年法律第177号）第２条の２第２項の市町村の区域を超えた広域的な水道事業者間の連携等に当たるものである。その具体的な方策とし
ては、経営統合（事業統合及び経営の一体化をいう。以下同じ。）、浄水場等一部の施設の共同設置や事務の広域的処理等がある。

策 定 日 ：

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

3

施 設 能 力

108 千ｍ

施 設 利 用 率 70.1

施 設 数

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

えりも町

えりも町簡易水道事業

計 画 期 間 ：

5

～

管 路 延 長

0.136

供 用 開 始 年 月 日 昭 和 41 年 1 月 1 日

水 源

えりも町簡易水道事業経営戦略

事業の現況

当町の水道料金は用途別料金体系を採用しており、各用途別の基本料金と従量（超過）料金は下表のとおりです。

4,950円

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 湖沼水 , その他



（３） 経営比較分析表等を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４）

給水人口の予測

令和1年度に策定・公表した「平成30年度決算経営比較分析表」を添付しています。

水需要の予測

・算定方法
　有収水量の予測値から現行料金単価にて料金調定額を算定し、直近過去5年間の平均収納率を乗じて料金収入額を算定した。
・算定結果
　令和1年度末実績値120,293千円から令和11年度末には110,009千円に減少する算定となっております。

料金収入の見通し

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

・予測方法
　「国立社会保障・人口問題研究所」から公表されている地域別将来推計人口を行政人口推計値とし、直近過去5年間の平均水道普及率97.5％を乗じて給水人口を予
　測した。
・予測結果
　令和1年度末実績値4,548人から令和11年度末には3,554人に減少する予測となっております。

・予測方法
　直近過去5年間の用途別有収水量を見ると、家庭用は給水人口に比例して減少しているが営業用及び団体用はほぼ横ばいとなっている。本予測においては、令和1
　年度全有収水量実績値に直近過去5年間の全有収水量平均減少率98.5%を乗じて予測した。
・予測結果
　令和1年度末実績値406,471㎥/年から令和11年度末には350,165㎥/年に減少する予測となっております。

浄水施設の設備関係については老朽化施設を順次更新してきており、管路については、収支均衡となる範囲内で更新しているため耐用年数を超えた老朽管がありま
すが、基本的には今後も収支均衡となる範囲内で老朽管を順次更新していきます。

施設の見通し
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（５）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

平成29年に3つの簡易水道事業を1つにソフト統合しているが、ダウンサイジングについては浄水施設全体の更新時に
検討する。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

令和元年度に北海道水道広域化推進プラン策定に関する検討会が設置され、令和4年度までに経営統合、施設の共同
設置、事務の広域的処理等の広域化について「水道広域化推進プラン」を策定することになっており、この検討会で近
隣町との広域化の可能性について検討する。

組織の見通し

①　収支計画のうち投資についての説明

広 域 化

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

今後、必要に応じて導入の可能性について検討する。

アセットマネジメントに基づく長寿命化及び更新事業に取組みます。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

平成29年に事業認可を変更し、計画給水人口、計画一日最大給水量を減少した計画に変更しており、浄水施設全体の
更新時にはスペックダウンした施設に更新する予定です。

そ の 他 の 取 組 特になし

・委託料：直近過去５年間の平均実績値にて算定した。
・修繕費：直近過去５年間の平均実績値にて算定した。
・動力費：直近過去５年間の平均実績値にて算定した。
・人件費：管理職1名、係長2名、係2名にて算定した。
・その他：直近過去５年間の平均実績値にて算定した。

平成20年に、建設、水道、下水道を一つに統合し建設水道課となり、技術担当2名、事務担当2名で水道事業を実施しておりますが、水道係が下水道係も兼務している
ことから、今後も同じ体制で水道事業を実施していきます。

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。

目 標 収支均衡を図りつつ安定した給水を行うため、事業費の平準化に努めながら耐用年数を超えた老朽施設の更新を行う。

目 標 収支均衡を図りつつ補助金や起債を活用しながら、自主財源にて老朽施設の更新を行う。

②　収支計画のうち財源についての説明

・令和2年度～令和3年度に3浄水場と本庁舎との計装設備機器更新工事を国庫補助事業で実施。（45,049千円/年）
・令和2年度～令和11年度に老朽管更新工事等を単独事業で実施。（28,260千円/年～46,979千円/年）

・令和2年度～令和3年度の国庫補助事業の財源ついては、補助金（補助率1/3）、起債（対象率2/3）とし、起債の償還については自主財源を見込む。
・令和2年度～令和11年度の単独事業の財源ついては、自主財源を見込む。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

北海道水道ビジョンに示される目標を基本方針とする。

１　安全：安全・安心な水の確保
　　・未普及地域の解消及び飲用井戸等の衛星対策の推進
　　・水道水源の保全及び給水栓までの水質管理の徹底
　　・住民の水道に対する信頼性の向上
２　安定：安定的な水道水の供給
　　・水道施設の計画的・効率的な更新
　　・基幹施設の耐震化の推進
　　・災害時等の対応の徹底
３　持続：運営基盤の強化
　　・施設の更新等に応じた資金の確保
　　・施設、運営の両面での事業の効率化の推進



②　財源についての検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

そ の 他 の 取 組 特になし

企 業 債

委 託 料

料 金

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

計画期間内は令和2年度～令和3年度の国庫補助事業実施に伴い起債を借入れる計画ですが、今後、新規事業を実
施する場合は、収支均衡を図りつつ、国庫補助事業の活用や、交付税措置の有利な起債の借入れなど、適切な財源確
保に努めます。

計画期間内は収支が均衡しており、繰入金は見込んでおらず、計画期間以降も収支均衡に努めます。

給水人口の減少に伴い料金収入も減少するが、計画期間内は現行料金単価での収支は均衡しており、計画期間以降
も現行料金単価での収支均衡に努めます。

繰 入 金

特になし

職 員 給 与 費

浄水施設の運転管理業務を民間委託することにより、維持管理費のコスト縮減が可能か検討します。

計画的な修繕を行い、トータルコストの削減、支出の平準に努めていきます。

浄水施設の運転管理業務を民間委託することにより、維持管理費のコストが縮減し職員数の削減が可能か検討します。

特になし

修 繕 費

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

そ の 他 の 取 組

動 力 費

毎年度、進捗管理（モニタリング）を行い、最低でも5年ごとの見直し（ローリング）を行うことによりPDCAサイクルを効果
的に回して、本経営戦略の事後検証、更新を行ってまいります。

浄水施設更新時には、スペックダウンすることにより動力費の軽減を図る。



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 H30年度 R1年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

1 (A) 126,229 126,979 122,610 123,272 119,244 130,526 116,854 115,153 113,912 113,025 111,705 110,654

（１） (B) 122,998 121,050 122,581 119,643 119,215 117,597 116,825 115,124 113,883 112,996 111,676 110,625

ア 120,705 120,293 120,167 119,027 117,889 116,751 115,617 114,486 113,358 112,237 111,120 110,009

イ (C) 349 583 380 440 1,150 670 1,032 462 349 583 380 440

ウ 1,944 174 2,034 176 176 176 176 176 176 176 176 176

（２） 3,231 5,929 29 3,629 29 12,929 29 29 29 29 29 29

ア

イ 3,231 5,929 29 3,629 29 12,929 29 29 29 29 29 29

２ (D) 64,857 66,716 63,534 70,718 65,810 72,990 67,476 68,545 66,649 65,809 66,532 66,516

（１） 59,770 61,302 61,781 69,053 64,221 67,877 62,433 63,575 61,750 60,984 61,781 61,841

ア 29,468 28,998 29,284 29,284 29,284 29,284 29,284 29,284 29,284 29,284 29,284 29,284

イ 30,302 32,304 32,497 39,769 34,937 38,593 33,149 34,291 32,466 31,700 32,497 32,557

（２） 5,087 5,414 1,753 1,665 1,589 5,113 5,043 4,970 4,899 4,825 4,751 4,675

ア 1,871 1,695 1,588 1,500 1,424 1,348 1,278 1,205 1,134 1,060 986 910

イ 3,216 3,719 165 165 165 3,765 3,765 3,765 3,765 3,765 3,765 3,765

３ (E) 61,372 60,263 59,076 52,554 53,434 57,536 49,378 46,608 47,263 47,216 45,173 44,138

1 (F) 55,976 45,049 45,049

（１） 37,900 30,000 30,000

（２）

（３）

（４）

（５） 18,076 15,049 15,049

（６）

（７）

２ (G) 60,772 116,093 101,583 97,554 53,329 57,423 49,221 46,596 47,170 47,112 45,051 43,968

（１） 45,940 104,118 92,028 89,768 43,850 46,560 34,748 31,183 31,686 31,554 29,419 28,260

（２） (H) 14,832 11,975 9,555 7,786 9,479 10,863 14,473 15,413 15,484 15,558 15,632 15,708

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 60,772 △ 60,117 △ 56,534 △ 52,505 △ 53,329 △ 57,423 △ 49,221 △ 46,596 △ 47,170 △ 47,112 △ 45,051 △ 43,968

R11年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

R8年度 R9年度 R10年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 H30年度 R1年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
R11年度R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

(J) 600 146 2,542 49 105 113 157 12 93 104 122 170

(K) 100 100 3,800 100 100 100 100 100 100 100 100 100

(L) 785 1,285 1,331 73 22 27 40 97 9 2 6 28

(M)

(N) 1,285 1,331 73 22 27 40 97 9 2 6 28 98

(O)

(P) 1,285 1,331 73 22 27 40 97 9 2 6 28 98

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 122,649 120,467 122,201 119,203 118,065 116,927 115,793 114,662 113,534 112,413 111,296 110,185

（T)

(U)

(V)

(W)

(X) 113,141 139,066 159,510 181,724 172,245 161,382 146,908 131,496 116,011 100,454 84,822 69,113

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 H30年度 R1年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 158 161

赤 字 比 率 （ ×100 ）

139 139 136 135

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

168 157 158 156 143 137

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

R10年度 R11年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

R7年度 R8年度 R9年度



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成30年度全国平均

全体総括

　水道事業会計は、料金収入等で運営する独立採算
性が基本ですが、当町の経営状況は料金収入でまか
なわれており良好であります。
　ただ、人口減少に伴い、料金収入額が年々減少し
てきており、今後もこの傾向は続くと想定されるこ
とから、管路の更新を、緊急性や重要性が高いもの
から計画的に実施していきます。

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　①収益的収支比率は、100%以上であると収支が黒
字であることを示していますが、H30年度で158.40%
と良好な比率となっており、老朽化施設の更新に備
え黒字分は積立ています。
　④企業債残高対給水収益比率は、低い数値が良い
ですが、類似団体平均値に比べて良好な比率となっ
ています。
　⑤料金回収率は、100％以上であることが良いで
すが、H30年度で152.14%と類似団体平均値に比べて
良好な比率であり、料金収入で維持管理費や起債の
償還費がまかなわれています。
　⑥給水原価は、低い数値が良いですが、H30年度
で191.78円と類似団体平均値に比べて良好な数値と
なっています。
　⑦施設利用率は、高い数値が良いですが、H30年
度で77.02%と類似団体平均値と比べて良好な比率と
なっております。
　⑧有収率は、100％が良いですが、H30年度で
54.16%と、類似団体平均値より低い割合となってお
ります。これは、管路の老朽化により漏水の割合が
高いことが要因であります。

2. 老朽化の状況について

　③管路更新率は、H30年度で0.46%と類似団体平均
値よりも低い数値となっています。
　管路の法定耐用年数は40年ですが、当町の場合、
すでに40年を超えている管路もあることから、今後
も財源を確保しながら、計画的に更新を進めていく
必要があります。

2. 老朽化の状況

－

- 該当数値なし 97.52 4,860 4,528 38.00 119.16 【】

284.00 16.65 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km

2
)

法非適用 水道事業 簡易水道事業 D3 非設置 4,729

経営比較分析表（平成30年度決算）
北海道　えりも町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)
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当該値 141.20 127.63 116.94 104.74 93.73

平均値 1,125.69 1,134.67 1,144.79 1,061.58 1,007.70
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【75.60】 【1,074.14】

【73.77】【55.95】【296.40】【54.36】

【0.54】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし


